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１ 地方公会計情報の拡張
１．１ 地方公共団体に対する財務書類作成への要請
少子高齢化・人口減少という社会変化は，地方公共団体の財政にも大
きな影響を及ぼしつつある。具体的には，税収を中心とした歳入の減少
と，扶助費を中心とした経費の増大により，地方公共団体の財政上の余
力が失われつつある。図表１は地方公共団体の経常収支比率１）の変化で
あるが，現状では平均ですら９０％を上回る状況であり，その値はさらに
上昇しつつある。その結果，地方公共団体の財政運営において新たな行
政事業や建設事業に投入し得る資金は減少を続けている。それゆえ地方
公共団体に対しては，行政活動の効率化を進め，さらなる財政状況の悪
化を防止するための対策を早急に講じることが求められている。
地方公共団体に対する行政活動を効率化するためには，行政活動の状
況を適切に把握し，分析・評価するための仕組みが整備されなければな
らない。そこで，１９９９年に経済戦略会議が公表した答申２）の中で，公共
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１）経常収支比率は，地方公共団地の継続的に収入（経常的収入）に対する継続
的な活動のための経費（経常的経費）の割合である。経常的な収入のほぼす
べてが経常的経費として支出された場合，国や県からの補助金や地方債発行
による収入がなければ，投資的な活動を実施することができない。
２）経済戦略会議［１９９９］
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部門の効率化・スリム化を目的とした事後評価の重要性が強調され，公
的部門の財務会計制度を抜本改革して，事後評価のための会計財務情報
基盤を整備することが要請された。そして，地方公共団体に対しては，
貸借対照表等の新たな財務書類を作成し，その活用を図ることが求めら
れた。その後，２０００年と２００１年には総務省の研究会から従来からの決算
書の情報を加工して貸借対照表と行政コスト計算書を作成するための指
針３）が公表され，実際に貸借対照表を作成する地方公共団体が増加して
いく。２００６年には，総務省に新たに設けられた研究会が作成した報告書
として，財務会計の仕組み自体の改革にまで踏み込んだ財務書類の作成
指針が公表された４）。また，総務省の取り組みとは別に，２００４年に複式
簿記を導入した東京都を中心として，独自の指針に基づく財務書類の作
成・活用を図る取り組みも続けられてきた５）。
ただし，２００６年に総務省の研究会が公表した報告書には「総務省方式
改訂モデル」と「基準モデル」という２組の指針が併記されていた。そ
して，同じ研究会が公表したものであるにも関わらず，それらのモデル
３）自治省［２０００］，総務省［２００１］。この指針は「総務省方式」と呼ばれる。
４）総務省［２００６］
５）東京都［２００８］
図表１ 経常収支比率・市町村平均の変化
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に基づく財務書類には相互の比較可能性がなかった。また，東京都を中
心とした独自の取り組みの中で作成される財務書類と，総務省の研究会
が公表した指針に基づく財務書類の間にも比較可能性がなかった６）。結
果として，財務書類により行われるべき団体間比較はなされず，作成さ
れた財務書類は財政部門において保管されているにすぎない場合も多
かった。
そこで総務省は，２０１４年に新たな研究会の報告書を通じて「統一的な
基準」と呼ばれる指針を公表した７）。さらに，２０１５年には「統一的な基
準」に準拠した財務書類の作成やそのための財務会計システムの改革に
あたっての具体的な手引きとしての「地方公会計マニュアル」の公表も
行われた８）。同時に，２０１７年度までにすべての地方公共団体に対して
「統一的な基準」に基づく財務書類の作成と，その予算編成等での活用
を求める総務大臣通知も出された９）。「統一的な基準」を策定するため
の検討作業には，総務省とは異なる独自の方針を採用してきた東京都も
参画しており，東京都も「統一的な基準」に準拠した財務書類の作成・
公表を行う方針である。したがって，２０１８年度中には，ほぼすべての地
方公共団体が同一の指針に基づいた財務書類の作成・公表を行うことが
見込まれる。それにより財務書類の団体間比較ができないという状況は
解消され，これまで以上に新たな財務書類から得られる情報を活用して
いくことが求められることになる。
６）総務省の指針と東京都の指針との間の最も大きな相違点は，税収の取り扱い
にあった。総務省の指針では税収はコストとの対比は行われず，純資産の増
加として扱われていた。それに対して東京都の方式では，税収とコストとの
差し引き計算が重視されていた。
７）総務省［２０１４b］
８）総務省［２０１５a］
９）総務省［２０１５b］
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１．２ 地方公会計情報の意味と機能
地方公共団体が従来からの決算書に加えて作成することになった財務
書類には，貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書，および
資金収支計算書とそれらに関する附属明細書が含まれる。それらの財務
書類の内容は，基本的には企業会計における財務諸表の内容に準拠して
いる。地方公会計に企業会計の手法を導入するのは，企業会計の実務で
積み上げられてきた決算情報を活用するためのノウハウを地方公共団体
に導入することが目的である。そして，これまでの決算書にはなかった
地方公会計情報である資産情報とコスト情報をどのように活用するのか
が大きなポイントとなる。
２００６年に公表された指針の中の「基準モデル」では地方公共団体の資
産を公正価値で評価することが求められており，「総務省方式改訂モデ
ル」でも同様の方針が採用されていた。特に「基準モデル」では資産に
おける換金可能性の有無が重視されており，貸借対照表を用いて地方公
共団体における債務の返済能力を評価しようとしていたと考えられる。
しかし「統一的な基準」では，地方公共団体の資産を，原則として取得
原価で評価することが求められた。取得原価は資産の換金価値を表す測
定値ではない。したがって「統一的な基準」では，資産を債務返済のた
めの資金源とみなしているわけではない。取得原価が重視されている以
上，「統一的な基準」に準拠して作成される貸借対照表に表示される資
産は，地方公共団体が現在までに積み上げてきた実績としての社会資本
である。資産の金額が大きいことは，将来におけるキャッシュ・インフ
ローが大きいことを示しているのではなく，過去から現在までの建設事
業におけるキャッシュ・アウトフローが大きかったことを示している。
そして資産，特に行政目的別に区分された有形固定資産の内訳は，地方
公共団体における過去からの実績としての投資事業の内容を表すことに
なる。その地方公共団体が重視してきた目的の固定資産の金額が大きく
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なり，力点が置かれていなかった分野の固定資産の金額が小さくなる。
それゆえ，資産情報は事後評価のための情報となる。
さらに地方公共団体においてはこれまで建設してきた公共施設等の維
持・更新が将来において大きな負担となることが指摘されている１０）。こ
の点でも「統一的な基準」に基づく取得原価で評価された資産が将来の
計画策定のための重要な情報となる。資産の取得原価が大きいというこ
とは，実際に多額の資金が投入されてきたのであり，相応の規模の施設
等が現実に存在していることを意味している。そして多額の資金が投入
されてきたことは，将来においても相応の資金を投入することになる可
能性が大きい。すなわち，「統一的な基準」に基づく資産情報は，公共
資産やインフラ資産に関する将来の負担を予測するための情報としても
活用されなければならない。
また，コスト情報も地方公共団体で活用されるべき新たな情報である。
「統一的な基準」に準拠した行政コスト計算書では，歳出である人件費
に退職給与引当金繰入・賞与引当金繰入を含めた「ヒトのコスト」や，
物件費・維持補修費に減価償却費を加算した「モノのコスト」が計算・
表示される。それらのコスト情報を用いて地方公共団体の行政活動の効
率性を高めることが目標となるが，単にコストを削減することが求めら
れるのではない。コスト情報は地方公共団体が行政活動において費消し
た資源の規模を表す。すなわちコスト情報は地方公共団体による行政活
動の規模を表す情報であり，コストを削減することは活動規模を縮小す
ることを意味する１１）。それゆえ，コストを削減することのみを考え，地
１０）総務省［２０１４a］。この総務大臣通知に基づいて，ほぼすべての地方公共団体
で「公共施設等総合管理計画」の策定が行われた。「公共施設等総合管理計画」
の中では，公共施設やインフラ資産の将来における更新費用が推計されてい
るが，現在の投資的経費の水準では更新負担を賄うことはできないことが明
らかになっている。
１１）地方公共団体のコスト情報の意味については，大塚［２０１２］を参照せよ。
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域住民にとって必要な活動のコストまでも削減しようとすれば，地域住
民にとって必要な行政活動が中止されてしまうことにもなりかねない。
これは地域住民にとって不利益となる。したがってコスト情報は，地方
公共団体の行政活動における人的資源や物的資源（施設・設備）の利用
状況を表す情報として捉える必要があり，地域住民に対する行政サービ
スの提供のために役立っているコストは残し，行政サービスの提供につ
ながっていない資源の滅失としてのロスを排除することで，資源利用の
効率性を高めることが目指されなければならない。
行政サービスの提供のために役立っているコストと，行政サービスの
提供に結びついてないロスを判別するためには，実際の行政事業の担当
者にコストが生じることの必要性を説明させなければならない。事業担
当者が行政サービスの提供に役立っていることを明瞭に説明することが
できるのであれば，それは有効なコストである。しかし，事業担当者が
適切な説明をすることができないのであれば，ロスが生じている可能性
が高い。すなわちコスト情報は事業担当者の説明責任を明確にするため
の情報である。
そして，資産に関して計上される減価償却費も，事業担当者の説明責
任を明確にするための情報であると理解する必要がある。整備されてき
た公共施設等の規模が大きいほど，大きな減価償却費が計上され，説明
責任が大きいことが明らかになる。また，公共施設等の耐用年数が短い
場合にも，減価償却費は大きくなる。この点でも，減価償却費は各年度
の公共施設等の運用に関する説明責任が大きいことを示している。
さらに，減価償却が継続的に行われることで，減価償却累計額が公共
施設等の規模や耐用年数に応じた度合で増加していく。それゆえ，公共
施設等の取得原価に対する減価償却累計額の割合（減価償却率）により，
規模や耐用年数が異なる公共施設等について，建設後の時間経過の度合
いを把握することができる。現実の公共施設等の物的な老朽化の度合い
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は実地調査により把握する必要があるが，多岐にわたる公共施設等につ
いて共通の指標で建設後の時間経過の度合いを把握できることは，実地
調査を行ううえで重点を置くべき分野を見つけ出すうえで有益な情報と
なる。
しかしながら，資産情報やコスト情報の分析・評価にあたっては，い
まだ具体的な方法が確立されておらず，地方公共団体の現場では暗中模
索の状況が続いているのが実情であることは否定できない。
２ 静岡県行政経営研究会による取り組み
２．１ 行政経営研究会の設置と活動
地方公共団体が解決すべき課題は，多岐にわたり，その数も増加して
いる。また，１つの地方公共団体だけでは，それらの課題のすべてに対
する解決策を検討することはできない。それゆえ課題解決のためには，
多くの地方公共団体が参加した横断的な取り組みを行うことが求められ
る。そこで静岡県では，県全体の行政運営の効率化・最適化を目指し，
県内の市町の連携を促進して課題解決を図る仕組みとして，市町と県に
よる「行政経営研究会」が２０１４年４月に設置された１２）。
「行政経営研究会」の事務局は静岡県の経営管理部市町行財政課が担
当しており，県内の全市町，県の総務・企画部長相当職が研究会のメン
バーとなっている。ただし，実質的な検討作業は市町と県の実務者で構
成される部会によって行われてきた。部会で取り上げられたテーマは，
ファシリティマネジメントの推進，地方公共団体におけるクラウド等
ICTの利活用，教育行政における市町間連携，公民連携・協働，社会イ
ンフラに係る地方公共団体の体制整備等，多岐にわたっている。また，
部会を設置するまでに課題の整理を行う必要がある場合や，将来的な課
１２）静岡県［２０１８］
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題解決に向けて知識の共有を図る必要がある場合は，部会とは別に，課
題検討会が設置され，監査事務の共同化，水道事業の広域連携，権限移
譲事務受入体制の検討等が行われてきた。それらの部会や課題検討会の
活動を通じて，県内各市町における取組事例の収集が行われ，具体的な
指針やマニュアルの取り纏めも行われてきた。
そして，２０１７年度における研究会の活動計画を検討するうえで特に大
きな問題として取り上げられたのが，地方公共団体における資産情報の
利活用であった。２０１５年の総務大臣通知により２０１７年度までに「統一的
な基準」による財務書類の作成が求められていただけでなく，作成した
財務書類を予算編成等での活用を行うことも要請されていた。また，
「公共施設等総合管理計画」の策定を通じて，将来における公共施設等
の維持・管理の負担が極めて大きなものになることも推定されていた。
そのような状況であった以上，地方公会計情報の中でも特に資産情報を
どのように活用するかが地方公共団体の現場においても大きな関心事と
なったことは当然の流れであったと考えられる。
しかしながら，資産情報の活用に関する課題検討会を設置する方針は
決まったものの，具体的な検討の方向性はなかなか決まらなかった。
２０１７年６月に実施された静岡県下の地方公共団体を対象とした財務諸表
の活用状況に関するアンケート調査でも，多くの市町が具体的な財務書
類の活用の方向性を見出せていないこと，および，活用が期待されてい
た固定資産情報の活用についても，基金を取り崩して公共施設の維持管
理費に充てるのか，公共施設の数を減らす等により維持管理経費を縮減
するのか等の具体的な方向性をどのように決めていくのか，作業につい
てのイメージが持てない状況にあることが判明した。そこで，当初は事
務局である県の市町行財政課を中心に，セグメント別の資産情報を活用
するための指針を設けることが検討された。しかしながら，指針の策定
にあたっての具体的な方針はなかなか決まらない状況にあった。その１
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つの理由としては，セグメント別の資産情報を利用することについて，
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が定める健全化判断比率
のような画一的な評価基準を定めることが目論まれていたことがある。
現実に管理可能な公共施設等の規模や内容は地方公共団体ごとに異なる
にもかかわらず，一律に資産の保有状況に基づく評価を行うことには無
理があったのであり，判定基準を具体化することは困難であった。
そこで，資産情報を利用するうえでの方針が，統一的な評価基準の策
定から，団体間比較により公共施設等の整備状況に関する団体ごとの差
異の洗い出しを重視する方向に変更された。「統一的な基準」が設けら
れたことの目的が財務書類を用いた団体間比較を促進することであった
点が改めて確認されるとともに，各団体が作成した固定資産台帳から団
体間比較のための資料を作成することが，活動の目標となった。
そして，２０１７年４月および９月に，２６市町が参加して課題検討会が開
催され，次のような作業が行われた。
① 各団体の固定資産台帳から，「事業用資産／建物」，「事業用資
産／工作物」，「インフラ資産／建物」，「インフラ資産／工作物」を
抽出する。
② 抽出した公共施設等を行政分野別に区分し，行政分野毎の取得原
価合計と帳簿価格（取得原価－減価償却累計額）合計を算出し，金
額が大きい行政分野を確認する。
③ 「事業用資産／建物」，「インフラ資産／建物」について，取得原
価が大きい建物を上位１０施設程度リストアップし，その中に各団体
独自の施設・整備がないか確認する。
④ 上記①～③の結果に各団体の地域性が表れていれば，その具体的
な内容を示す。
これらの作業を通じて，資産の金額は各市町が過去から実施してきた
建設事業の実績を示していることとともに，団体ごとに資産の内容に差
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異があることも確認された。さらに，公共施設の中でも小中学校，公民
館，公会堂・市民会館，図書館，市町営住宅が多くの市町において共通
して保有されており，団体間比較の対象として適当であることが明らか
になった。そこで，それらの５分野の公共施設に，消防・防災施設と橋
梁を加えた７つの分野について，固定資産台帳から得られた資産情報を
用いた団体間比較を行う方針が定められた。
２．２ 比較図表の作成
固定資産台帳から作成された有形固定資産に関する情報を団体間で比
較するにあたって，研究会に参加している地方公共団体に対しては，対
象とした分野の固定資産の取得原価と減価償却率を算定して，分析資料
として提出することが求められた。そのうえで，異なる規模の団体を比
較することを目的に，有形固定資産の取得原価をそれぞれの団体の２０１７
年１月１日時点の人口で除した住民一人当たりの有形固定資産額が計算
された。ただし，住民一人当たりの有形固定資産額をそのまま用いた場
合，分野ごとの資産の大小の影響が残る。図表２に示すように，最も平
均が大きい小中学校と平均が小さい図書館では２０倍近い差がある。また
標準偏差の差も大きい。したがって，住民一人当たりの資産額のままで
は，小中学校の団体間の差異は大きく，図書館の差異は小さくなるに過
ぎない。そこで，住民一人当たりの有形固定資産額については，平均を
５０とする偏差値に換算したうえで，団体間の比較を行うことになった１３）。
住民一人当たりの有形固定資産額を偏差値に換算して比較することで，
１３）偏差値は次の式で計算された。
偏差値＝（当該団体の住民一人当たりの資産額－平均）／標準偏差×１０＋５０
データの数が少ないため，データのばらつきが大きくなる可能性はあるが，
偏差値が３０を下回る場合や７０を上回る場合は，平均からは相当に管理した値
になっていると考えることができる。
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異なる分野の有形固定資産を同じ座標軸の上に配置することが可能にな
る。ただし，固定資産については，その規模だけでなく老朽化の度合い
についても問題になる。そこで，分野ごとの資産の減価償却率をそれぞ
れの資産の老朽化を表す指標として捉えてもう一つの座標軸とすること
で，図表３のような４つの象限に個々の団体の有形固定資産の数値を位
置付け，団体ごとの有形固定資産の整備状況の比較を行うことになった。
（この図表を以下，「比較図表」と呼ぶ）
図表３の座標軸で区分された４つの象限のうち，右上の第一象限に位
置付けられた団体では，他の団体に比べて相対的に大きな金額の建設事
業費が投下されてきただけでなく，その建設事業が実施されてから経過
した時間も長くなっている。建設事業実施後に経過した期間が長い場合
には，その施設を更新すべき必要性も高まっている。また，投下された
建設事業費が大きいことは，施設の規模が大きいか，施設の構造が高
度・複雑なものである可能性が高い。それだけに横軸の右に位置する資
産ほど，その維持管理の負担や，同等の施設を新たに建設する場合の負
担も大きいと想定される。地方公共団体の財政状況の動向を踏まえれば，
施設の維持・更新負担の軽減が図られなければならない。それゆえ，第
図表２ 住民一人当たりの有形固定資産額の平均と標準偏差
（円） 平均 標準偏差
小中学校 ３０９，４３８ １１６，４４２
公民館 ２３，６０１ １７，２８４
公会堂・市民会館 ４９，６３３ ３０，０８７
図書館 １６，０４５ １１，７１８
市町営住宅 ６８，８７３ ６７，８１７
防災・消防施設 ６５，８４８ ７９，０６４
橋梁 ２６２，３９６ １８７，７５８
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一象限に位置付けられた団体においては，統廃合による施設規模の縮小
を検討することが望ましいと考えることができる。
また，左上の第二象限に位置付けられた団体においても，施設更新の
必要性が高まっていると推測される。ただし，第二象限に位置する団体
では，第一象限に位置する団体に比べて，建設事業に投下されてきた資
金の金額は小さい。したがって，建設された施設の規模は比較的小さい
か，その構造が複雑ではないと推測される。それゆえ，資産の数値が第
二象限に位置する団体については，施設の更新計画を策定すべき必要性
は大きくなっているものの，施設の統廃合を行うべき必要性は比較的小
さいと考えることができる。
一方，左下の第三象限に位置付けられた団体においては，建設事業に
投入されてきた資金の金額が相対的に小さく，建設事業実施後の時間経
図表３ 資産情報に関する比較図表
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過も比較的小さい。それゆえ，これらの団体では，公共施設等の更新や
統廃合に関する検討を行うべき必要性は小さい。むしろ，施設の規模が
小さく，建設後の時間経過も小さい場合には，過去において建設事業が
実施されてこなかったために施設が不足している可能性がある。した
がって，第三象限に位置する団体においては，むしろ施設の増設等の検
討を行うことも考えられる。
さらに，右下の第四象限に位置付けられた団体では，建設事業が実施
されてからの時間経過はそれほど大きくないものの，建設事業に投下さ
れた資金の金額は大きい。したがって，施設自体は比較的新しいものの，
施設の規模が大きいか構造が高度・複雑なものになっていると推測され
る。そのような団体では，建設事業実施後の時間経過が小さいことで更
新計画を検討する必要性は小さい可能性があるが，既存の施設の規模が
大きい場合や施設の構造が高度・複雑なものである場合には，現状にお
ける維持・管理のためのコストが大きなものになっている危険性がある。
したがって，たとえ施設が比較的新しいものであったとしても，公共施
設等を管理に関する個別計画の対象に含め，資産管理の実情を分析・検
討すべき必要性は大きいと考えなければならない。
以上のように，どの象限に位置するかによってその団体における資産
管理の将来計画を策定するうえでの方針が異なるものになる。それゆえ，
この座標軸を用いた資産の団体間比較は，個々の地方公共団体が実情を
踏まえた現実的な施設管理計画を策定するうえで有用な情報が得られる
手段となることが期待された。
３ 作成された比較図表の分析１４）
３．１ 分野別の比較図表
３．１．１ 小中学校
図表４は，小中学校について比較図表である。
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小中学校については，大部分の団体の資産の数値が上半分の領域に分
布しており，一般的に，小中学校については建設後に相当の期間が経過
している団体が多いことがわかる。それゆえ，公共施設の老朽化対策の
策定にあたってまず学校施設に関する検討が行われてきていることには
妥当性がある。ただし，A市やB町のように減価償却率が比較的低く，
資産の金額も比較的小規模な団体も存在する。したがって公共施設の管
理計画を立てるうえで無条件に学校施設の統廃合を優先して検討するこ
とが適切であるとは言えず，学校の増設についての検討が必要な団体も
あり得る。
また住民一人当たりの資産の金額については，偏差値４０から５０の間に
まとまっている団体とそれらの団体から外されている団体に分かれる。
施設の住民一人当たりの金額が近似している場合には，絶対的な規模の
大小は人口規模の大小に合致していることになる。したがってこの点は，
団体全体としての小中学校の規模の大小が人口の大小で説明できる団体
１４）固定資産台帳は必ずしも公表されているわけではないため，団体名は伏せて
いる。
図表４ 小中学校に関する比較図表
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と，人口以外の要因が学校施設への資金投下額の大小を生じさせている
団体とが存在していることを意味している。そして，人口以外の要因が
学校施設への実績としての資金投下額へ及ぼした影響が大きいと判別さ
れる団体については，なぜそのような差異が生じてきたのかの原因分析
を行い，その結果を踏まえた将来計画を立案することが求められる。
なお，施設の統廃合を検討すべき必要性が高いとみなされる第一象限
に位置付けられた団体の多く（C市，D町，E町，F町）は，静岡県の特
定の地域にまとまっていた。この点は小中学校の統廃合が地域性をもっ
た問題であることを示している。また，隣接する複数の団体が同じよう
に第一象限に位置付けられることは，それぞれの団体が個別に対策を講
じるだけでなく，広域化という観点から複数の団体が共同して問題を検
討すべきことを促していると考えることもできる。
３．１．２ 公民館
図表５は，公民館についての比較図表である。
公民館については，比較的多数の団体が下半分の領域に分布しており，
第三象限に位置付けられている団体も多い。また，D町が突出している
図表５ 公民館に関する比較図表
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点を除けば，資産規模に関する団体間の横のばらつきは比較的小さい。
したがって，固定資産台帳の数値で見る限り，静岡県の地方公共団体に
ついては公民館の統廃合の検討が必ずしも優先されるべき課題にはなっ
ていない。
ただし，第三象限に位置付けられている団体においては，減価償却率
が低い水準に止まっている理由の分析が行われなければならない。減価
償却率が低いことの理由が公民館に関する建設事業が比較的最近になっ
て実施されてきたことである場合には，公民館の施設そのものの数が少
ないことが懸念される。そのような場合，公民館の増設を検討すること
が必要になる場合もある。
また，公民館についてはG市のように第四象限に位置付けられている
団体もある。それらの団体では，公民館自体の更新が求められているわ
けではないが，既存の公民館施設の維持・管理負担に留意する必要があ
る。特に公民館には社会教育の担当者が配置されなければならない。し
たがって，公民館に対する建設事業資金の投下額が大きいことは，単に
施設の維持経費だけでなく，人件費の増加を招いている可能性もある。
それゆえ，人的資源の最適配置という観点からの検討も求められる。
３．１．３ 公会堂・市民会館
図表６は，公会堂・市民会館についての比較図表である。
公会堂・市民会館についても，小中学校と同様に，上半分の領域に位
置付けられている団体が多い。また，第一象限に位置付けられている団
体よりも，第二象限に位置付けられている団体の方が減価償却率が高く
なっている傾向があることを読み取ることができる。これは，早い段階
で建設された公会堂・市民会館の方が比較的小規模であり，そのような
小規模な施設を有する団体において更新計画を検討すべき必要性が高
まっていることを示している。
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また，図表６については，図表５との対比を通じて興味深い点が指摘
できる。
公会堂・市民会館は社会教育を目的とした施設ではないが，地域住民
に活動の場を提供するという点で公民館と同じ機能を有している。H市
や I市のように，図表５と図表６で同じ象限に位置付けられている団体
がある一方で，位置が大きく変わっている団体がある。たとえば，G市
は図表５では第四象限に位置付けられているが，図表６では第三象限に
位置付けられている。これはG市が公民館・市民会館よりも公民館を重
視して建設事業費を投入してきたことを示している。その一方で，J市
は図表５では第三象限に位置付けられているが，図表６では第四象限に
位置付けられている。これはJ市がG市とは逆の方針を採ってきたこと
を示す。実はG市とJ市は隣接している団体であり，なぜこのようなパ
ターンの相違が生じているかを分析することが，両市の政策を事後評価
するうえでの有益な情報となる可能性がある。
３．１．４ 図書館
図表７は，図書館についての比較図表である。
図表６ 公会堂・市民会館に関する比較図表
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図表７ 図書館に関する比較図表
図表７に関しては，団体が左上から右下へのラインに沿って分布して
いるように見える点が注目される。これは，図書館に関しては，古い施
設は小規模で老朽化しており，新しく建設された図書館は大規模なもの
が多いことを示していると考えられる。この点自体はすでに一般的な認
識になっており，必ずしも新たに指摘される点ではないかもしれない。
しかし，その一般的な認識を裏付ける具体的な根拠が，多数の地方公共
団体の現実のデータに基づいて示された点には意味がある。そして図書
館に関しては，小規模な図書館をどのように維持・管理し，施設の更新
を図っていくのかが課題となっている点が改めて指摘できる。
また，左上から右下へのラインから乖離した位置にある団体について
は，そのような状況になっている理由の分析が重要となる。J市につい
ては大規模な図書館が新設されたことによるものと推測されるが，F町
については資産額の偏差値が８０を超えており，住民一人当たりで見た場
合に県内でも突出して大規模な図書館が建設されていることになる。そ
れゆえ，その図書館を維持・管理する負担も大きなものとなっている可
能性があり，団体の財政的な維持能力を超える危険性がないかを検討す
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図表８ 消防・防災施設に関する比較図表
ることが求められるだろう。
３．１．５ 消防・防災施設
図表８は，消防・防災施設についての比較図表である。
図表８に関しては，大部分の団体が偏差値４０から５０の範囲に集中して
おり，住民一人当たりの資産額のばらつきが少ない。これは，多くの団
体における消防・防災施設への建設事業投資が人口に比例して行われて
きたことを表していると考えられる。人口規模と消防・防災施設の規模
が比例的な関係にあることには合理性があると考えられるので，これま
での消防・防災施設への建設事業投資はつじつまの合った形で行われて
きたと解釈できる。ただし，人口規模が大きい団体ほど大規模な消防・
防災施設を保有しているのであり，その維持・更新の負担も大きくなっ
ていると推測される。
一方，第二象限に集中している団体以外の団体を含めると，左下から
右上へのラインに沿って団体が分布していることも指摘できる。これは，
比較的新しく整備された消防・防災施設は小規模なものである傾向があ
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り，かつて整備された大規模な消防・防災施設が老朽化している危険性
があることを示唆している。したがって，全県的な視点からは，古い消
防・防災施設についての更新計画の立案が課題になっていると言える。
消防・防災施設は，その性格上，統廃合を行うことが難しい。消防につ
いては，機能としての広域化を図ることはできたとしても，施設自体の
縮小を図ることは困難である。それゆえ，第一象限に位置付けられてい
る団体においては，将来に向けた対策を検討すべき必要性が高い。特に，
突出して住民一人当たりの建設事業投資額が大きいK町においては，既
存の施設の更新が大きな負担となり得ることが予想される。
なお，B町は他の団体の分布とは相当に異なった位置にある。これは
B町が独自に大規模な消防・防災施設を新設したことが理由であると考
えられる。したがって，図表８には，それぞれの団体の消防・防災に対
する政策の違いも反映されている。
３．１．６ 橋梁
図表９は，橋梁に関する比較図表である。
橋梁は今回の検討対象とされた他の公共施設とは異なり，売却するこ
図表９ 橋梁に関する比較図表
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とができず，原則として廃止もすることができないインフラ資産の１つ
である。適切な維持・管理が行われなければ地域住民の生活に大きな影
響が及ぼされるだけでなく，破損により大きな被害が生じる危険性もあ
る。そして，図表９には，住民一人当たりの資産額に関するばらつきが
大きく，それぞれの団体が全体として保有・管理すべき橋梁の規模は，
人口規模とは異なる要因で決まっていることが表れていると考えられる。
それだけに，それぞれの団体には，自らが比較図表の中のどこに位置付
けられているのかを見極めたうえで，団体全体としての橋梁の規模が何
によって決まっているのかを分析することが求められる。橋梁には河川
に懸けられているものだけでなく，跨線橋等も含まれる。鉄道や高速道
路に架けられた橋梁であれば，その更新にあたって鉄道や高速道路の事
業者に協力を求めることもあり得る。それだけに，どのような種類の橋
梁が多いのを明らかにしたうえで，その実情に合わせて将来に向けた対
策を講じていく必要がある。
なお，L市の減価償却率は極めて小さいが，その値は不自然に思われ
る。データの見直しが必要である可能性が大きい。
３．１．７ 市町営住宅
図表１０は，市町営住宅に関する比較図表である。
市町営住宅に関する各団体の資産の数値の分布は，分析対象とした７
つの分野の中で最も上方に寄っている。すなわち，多くの団体において
最も建設後の時間経過が大きいのは，市町営住宅であることが現実の
データに基づいて示されている。実際の施設の老朽化度については実地
調査を行う必要があるが，時間経過の度合いが大きければ，一般に施設
の老朽化が進んでいると考えることが妥当だろう。したがって，将来に
向けた公共施設等の維持管理計画を策定するうえでは，学校施設以上に，
市町営住宅の維持・管理を考えることが必要になっている。
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市町営住宅についても，偏差値が４０から５０の範囲内に分布している団
体が多いことは，多くの団体における市町営住宅の規模は人口規模に比
例している場合が多いと考えられる。ただし，人口規模とは異なる要因
で市町営住宅の規模が大きくなっていると考えられる団体も存在する。
特にM市は，住民一人当たりの市町営住宅への建設事業投資の規模が突
出して大きかったことがわかる。そしてM市においては，それらの大量
に整備された住宅が全体として老朽化している。減価償却率のみであれ
ばM市を上回る団体はあるものの，静岡県において市町営住宅の管理・
維持の方針を検討すべき必要性が最も大きいのはM市であることが明確
になっている。
３．２ 団体別の比較図表
図表４から図表１０はすべて同一の座標軸を用いて作成されている。そ
れゆえ，図表４から図表１０の内容は，団体ごとの図表としてまとめ直す
ことができる。そこで静岡県行政経営研究会では，団体ごとに比較図表
を作成するとともに，それぞれの比較図表の特徴が生じた理由の調査が
行われた。そして，団体ごとの比較図表を以下のような用途で用いるこ
図表１０ 市町営住宅に関する比較図表
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図表１１ 対策の緊急性が高いと考えられる団体の比較図表の例
とができ，それぞれの団体における公共施設等の維持・管理・更新のた
めの計画策定にあたって有用な情報が得られることが確認された。
３．２．１ 将来計画策定の緊急性の評価
比較図表を団体ごとにまとめ直した場合も，第一から第四象限の意味
は変わらない。したがって，第一象限に位置付けられる施設が多いほど，
その団体において公共施設等も対する将来的な対策を立てるべき必要性
は高い。
図表１１は，公共施設等に対する対策の緊急性が高いとみなされる２つ
の団体の比較図表である。
F町においては，小中学校に投下されてきた建設事業の資金が大きい
だけでなく，建設事業が実施されてからの時間経過の度合いも大きい。
それゆえ他の団体以上に，小中学校の統廃合を進めるべき必要性が高い。
さらに保有している図書館の建設にも他の団体に比べて極めて大きな金
額の資金が投下されており，減価償却率こそ高くないものの，図書館の
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維持・管理の負担は大きくなっていると考えられる。また，消防・防災
施設についても，早急に将来計画を策定すべき状況にある。そして，投
下資金の規模は平均レベルではあるものの，町営住宅は建築後相当の期
間が経過しており，老朽化が進んでいることが懸念される。
また，K町についてはほとんどの分野の資産が第一象限に位置付けら
れている。小中学校の資金投下額の規模の偏差値が７０を上回っているだ
けでなく，消防・防災施設については偏差値が８０を上回っており，住民
一人当たりの資産額が突出して大きいことが読み取れる。そしてそれら
の資産の減価償却率も高い水準にあり，早急に将来計画を策定すべき状
況にあること指摘できる。さらに，町営住宅や公会堂・市民会館につい
ても，施設に投下されてきた資金の金額が大きいだけでなく，減価償却
率も高まっており，将来における更新について検討すべき必要性が高
まっている。それゆえ，K町においては早急に施設・設備の将来的な維
持・管理負担を軽減する取り組みを行わなければ，財政が圧迫される度
合いが極めて高くなることが危惧される。
F町やK町は人口規模が比較的小さいため，公共施設の資産総額自体
はさほど大きなものにはなっていない。しかし分析図表を用いた団体間
比較を通じて，施設管理に関する将来計画を策定すべき必要性が極めて
高いことが明瞭になっている。
３．２．２ 特徴的な資産構成の洗い出し
比較図表は，それぞれの団体が保有している公共施設等の構成におけ
る特徴を明らかにするうえでの有効な手段となる。図表１２は，他の団体
にはない特徴を有する団体の比較図表の例である。
M市に関しては，市営住宅への建設事業資金の投入額が突出して大き
いだけでなく，住宅が建設されてからの経過年数も長いことが示されて
いる。公共施設等の維持・管理に関してまず問題とされる小中学校や公
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民館の相対的な規模は大きくなく，減価償却率も高くない。したがって，
M市においては，市営住宅の管理・更新が公共施設に関する問題として
最も大きなものになる。そして，公共施設に関する個別計画の策定にあ
たっては，一般的な団体のように学校施設や公民館に関する検討を行う
よりも，市営住宅に関する将来計画の策定が優先されるべきことになる。
またD町の比較図表では，公民館の管理・維持が検討すべき大きな問
題として浮かび上がっている。減価償却率は町営住宅，橋梁，および小
中学校の方が高いものの，住民１人当たりの公民館の金額が偏差値で８０
図表１２ 固定資産の構成に特徴がある団体の比較図表の例
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を超える水準にあることは，D町が公民館に対して投入してきた建設事
業の資金が突出して大きいことを示している。多額の資金が投入されて
きたために，公民館の床面積が大きなものとなっているのか，あるいは，
施設としての公民館の構造が高度・複雑なものになっているについては
追加的な実地調査が必要である。しかし，多額の資金の投入が現実の公
民館施設に投下されており，その影響を踏まえて将来負担を軽減するた
めに採るべき対策が検討されなければならないことは指摘できる。
一方，比較図表によっては，公共施設の構成が一般的な認識とは異な
ることを示す場合もある。A市の比較図表には，小中学校の規模が比較
的小さく，他の公共施設に比べて明らかに減価償却率が低いことが示さ
れている。この点に基づけば，一般の団体と異なり，A市においては公
共施設等の更新・統廃合を検討するうえでの学校施設の優先度は低いも
のになり得る。
図表１２に示しているのは顕著な特徴があった団体の例であるが，これ
らの団体ほどに明確な差異は表れなくても，その団体が保有する様々な
公共資産等の相互の大小関係や減価償却率の際が一覧性のある形式で比
較図表に示される。それゆえ作成された比較図表は，公共施設等の維
持・管理のための個別計画を策定するうえでの優先順の決定にあたって，
有用な情報を得る手段となり得る。
３．２．３ 施設の維持・更新に向けた取り組みの実施度の可視化
図表１３として示すB町の比較図表においては，第一象限に位置付けら
れている公共施設等はない。また，町営住宅や公会堂・市民会館の減価
償却率も比較的低い水準にあり，小中学校，公民館，および図書館の減
価償却率も低い。また，投入されてきた資金の規模が最も大きい消防・
防災施設の減価償却率が最も低い水準になっている。そしてこれらの特
徴はB町において公共施設の維持・管理に関する取り組みが早い段階か
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ら進められてきたことの結果であった。すなわち比較図表は，公共施設
等の維持・更新に向けた取り組みが実施されてきたことを可視化する役
割を果たすこともできる。
それゆえ比較図表は，公共施設等による将来負担を軽減するための取
り組み自体の実施状況を事後評価するための資料として利用することが
できる。今回の研究会では２０１６年度末の数値に基づく比較図表のみが作
成されたが，同一団体の比較図表を時系列で比較することにより，第一
象限や第二象限に位置付けられていた資産にどのような動きが生じてい
るかが明らかになることで，地方公共団体における公共施設等に対する
取り組みがどのように分野に重点を置いて行われ，それがどのような変
化を生じさせているのかを明示することも可能になると考えられる。
４ おわりに
本稿では，２０１７年度に静岡県行政経営研究会で行われた取り組みの内
容を取りまとめた。同研究会の取り組みで用いられた比較図表による資
産情報の団体間比較は，地方公共団体において資産情報を分析し，公共
施設管理に関する個別計画や関連した予算編成のための資料として活用
図表１３ 対策の成果があがっている団体の比較図表の例
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するうえでの有効な分析手法となる。現状においては個々の地方公共団
体が他団体の固定資産台帳情報を利用するには制約があるが，固定資産
台帳の公開を進める動きもある。それゆえ，今後は個々の団体が独自に
団体間比較を行い，自団体の相対的な位置づけを明らかにすることも可
能になっていくだろう。
ただし，分析手法を通じて明らかにすることができるのは，それぞれ
の団体が積み上げてきた社会資本としての固定資産の相対的な大きさと
建設後の経過年数であることには注意しなければならない。固定資産の
相対的な大きさは，その大小を生じさせた原因を明らかにしなければ評
価できない。また，建設後の経過年数を実際の老朽化度と結び付けるた
めには，公共施設等に対する実地調査を行うことも必要である。した
がって，分析図表は個々の団体の特徴を明らかにするうえで有効な手段
ではあるものの，分析図表だけで団体の評価を行うことは適切ではない。
分析図表は，あくまで追加的な調査対象を選び出すための基礎資料とし
て用いることが望ましいと考えられる。
（付記）
本稿の作成にあたっては，静岡県経営管理部市町行財政課より多くの
資料を提供していただくとともに，有益な助言もいただいた。この場を
借りて御礼を申し上げる。また，本研究は，科学研究費補助金基礎研究
C（課題番号：１６K０３９７８）による研究成果の一部である。
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